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北陸新幹線の建設促進に関する決議 
 

近年、地震や台風、記録的豪雨など、甚大な被害をもたらす自然災害

が頻発している。東日本大震災をはじめ、令和６年能登半島地震や令和

元年東日本台風などによる災害は、我が国に未曾有の被害をもたらし日

本全体に大きな影響を及ぼした。国を挙げて復旧・復興に取り組むとと

もに、我が国の大動脈である太平洋側において将来高い確率で南海トラ

フ地震や自然災害の発生が予測される中、災害に強い強靭な国土づくり

が急務である。 

災害などの緊急時における交通を確保するため、現行の太平洋側中心

の高速交通網の代替補完機能を日本海側に形成し、日本海国土軸を確固

たるものとする必要がある。 

北陸新幹線は、東海道新幹線の代替補完機能を有し、国土の均衡ある

発展に必要不可欠な国家プロジェクトであるとともに、日本経済の再生、

地方創生の推進、地域経済の活性化に極めて大きな効果をもたらすこと

が、令和６年３月に開業した金沢・敦賀間の利用状況からも明らかであ

ることから、東京・大阪間の全線を早期に整備する必要がある。 

しかしながら、敦賀・新大阪間においては、令和２年１２月に国土交

通大臣が、与党ＰＴの「敦賀・新大阪間を令和５年度当初に着工するも

の」との決議の内容を重く受け止め、「着工５条件の早期解決を図る」と

したにもかかわらず、令和５年度当初の着工が見送られ、令和７年度予

算において建設費が盛り込まれないなど、未だ認可に至っていない。 

また、京都府及び京都市と連携し、住民向けの説明会を開催するなど、

詳細ルートの決定に向け、京都府内の懸念払拭に全力を挙げるとの考え

を示した与党ＰＴの動向などにも注視が必要な状況である。 

地方への経済波及効果が大きく、投資効果に優れている北陸新幹線の

早期整備は、沿線地域の発展のみでなく、地方創生の推進や日本経済の

再生のためにも必要不可欠な事業であり、国土強靭化を踏まえ、国が責

任を持って推進すべきである。 

ついては、北信越地域の住民の長年にわたる切実な悲願である、北陸

新幹線の全線整備が一日も早く実現するよう、下記事項について強く要

望する。 
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記 

 

１ 災害に強い国土づくり、東海道新幹線の代替補完機能の重要性に鑑み、

敦賀・新大阪間について、国が前面に立ち、北陸新幹線事業推進調査を

加速させ、早期に着工５条件の解決を図り、認可・着工を実現し、一日

も早い大阪までの全線整備を図ること。 

２ 敦賀・新大阪間の整備促進のため、公共事業費の重点配分、貸付料の

前倒し活用や算定期間の延長、従来の整備スキームの見直しを行うこと。 

また、地方負担については、沿線の地方自治体に過度の負担が生じな

いよう、適切な財源措置を講じること。 

３ 北陸新幹線の利便性を向上させるため、首都圏、関西・中京圏、北陸・

信越圏との円滑な流動性も含め、沿線各駅における利用しやすいダイヤ

や停車本数、料金の設定など、さらなる充実を図ること。 

４ 並行在来線の支援については、ＪＲからの協力・支援のあり方や貸付

料の活用、貨物調整金制度の見直しなどの財源確保の方策を含めた運営

支援の新たな仕組みを早急に構築するとともに、設備投資に係る補助制

度の拡充や予算枠の確保など、施策の充実を図ること。 

 

以上 決議する。 
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